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日本の調査捕鯨を巡る国内訴訟 

−−米国連邦裁判所における訴訟を��として−− 
 

長岡 さくら（海洋政策研究財団 政策研究グループ 研究員*） 
 

キーワード：調査捕鯨、シー・シェパード、妨害差止請求 
 
 

は�めに 
 
	 我が国の捕鯨、とりわけ、1982年、国際捕鯨委
員会（以下、ＩＷＣとする。）における商業捕鯨モ

ラトリアムの採択後実施されるようになった調査

捕鯨を巡っては、様々な意見の対立がある。以前

は、これが二国間及び多数国間外交交渉の場にお

ける意見の対立やＩＷＣやワシントン条約締約国

会議等の国際機構や条約機関における意見の対立

という形で表面化していた。しかし、近年、これ

は「訴訟」という形で表面化し、これらの場にお

ける司法的解決という道が模索され始めている。 
	 この点、筆者は、2009年 3月に開催された本研
究所環境研究発表において、我が国が行っている

調査捕鯨の国際裁判による司法的解決の可能性に

ついて検討を行った1。そして、我が国の各種条約

締結状況に鑑みると、一定の要件が満たされた場

合には他国からの国際裁判提起を拒否できないこ

とがあり、かつ、裁判所より暫定措置命令（仮保

全措置命令）が発出された場合には、一定期間調

査捕鯨を実施できない場合がありうることを示し

た。 
	 その後、翌（2010）年 5月 31日、オーストラリ
ア（以下、豪州とする。）政府は、日本を相手取り、

我が国の調査捕鯨の国際違法性の確認等を求める

訴訟を国際司法裁判所（以下、ＩＣＪとする。）に

提起した。これに関し、筆者は、昨（2011）年に
開催された本研究所環境研究発表において、同事

件の訴状を元に概要及び本件で問題とされている

国際法上の論点について検討を行った2。なお、同

事件は、既に、原告側（豪州政府）による申述書

及び被告側（日本政府）による答弁書が提出され、

本（2012）年 5月 18日、ＩＣＪは本件に関する抗
弁書及び再抗弁書の提出の必要性を認めず、本訴

訟の書面手続は終了した3。なお、2012年 8月 31

日現在、ＩＣＪは口頭手続開始の日を定めてはい

ない4。 
	 しかし、我が国の調査捕鯨を巡る紛争は国際裁

判所における訴訟だけではない。これまでに、各

国の国内裁判所において計 3件の訴訟が提起され
ていることが判明している。即ち、①2004 年 10
月以降、豪州国内裁判所において環境保護団体が

我が国の調査捕鯨実施主体である共同船舶株式会

社を相手取って提起した一連の民事訴訟、②一昨

（2010）年、南極海にて調査捕鯨を実施中の監視
船「第二昭南丸」にシー・シェパード（以下、Ｓ

Ｓとする。）所属のニュージーランド（以下、ＮＺ

とする。）人であるピーター・ベスーンが侵入した

ことに端を発する、我が国国内裁判所における刑

事事件、そして、③昨（2011）年 12月 9日、日本
政府より調査捕鯨を委託されている（財）日本鯨

類研究所が調査船団の船長らとともに、ＳＳ及び

ＳＳ代表者であるポール・ワトソンを相手取り、

米国連邦地方裁判所に対して妨害差止を求めて提

起した民事訴訟、である。 
	 これらの訴訟は全て裁判地国の国内法に基づく

訴訟であるため、国際法上の論点を取扱う国際裁

判とは性格を異にする。また、国内民事訴訟にお

いて原告勝訴判決が出されたとしても、その判決

は、国外にいる被告に対して直ちに執行される訳

ではない。しかし、国内裁判においても国際法上

の論点が争点となることがあり、国内裁判の審理

において国際法上の論点が検討されることがある。

例えば、上述した 3件の訴訟においては、①豪州
における事件では国際法に関連する論点が争われ

た。また、先日提起された③米国における事件に

おいても国際法に関連する論点が原告によって提

起されている。 
	 これまで、筆者は、我が国の調査捕鯨に関する

司法的解決について主として国際法及び国際裁判
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の観点から検討を行ってきた。しかし、上述のよ

うな調査捕鯨に関する国内裁判については、これ

まで国内法の観点からも国際法の観点からもほと

んど検討が行われてこなかった。 
	 よって、これらの事件について検討を行い、そ

の判決の妥当性や国際法の観点からの問題点の検

討を行うことは有用であると考えられる。なお、

本稿においては、中間報告として、昨年末に米国

に提訴された事件が国際法上の論点を多く含み、

かつ、最新の事例であることから、本事件の概要

について訴状を元にまとめることとし、その他の

事件については次稿以降に検討することとする。 
 
一	 米国連邦裁判所妨害差止請求訴訟（Ｓ

Ｓ事件）5 
１	 事件概要 
 
	 本件は、昨（2011）年 12月 9日6、国際捕鯨取

締条約（以下、ＩＣＲＷとする。）第 8条 1項に基
づき日本政府が調査捕鯨を許可・委託している（財）

日本鯨類研究所、同調査の実施に際し、船舶・乗

組員等の提供を行い調査実施主体となっている共

同船舶（株）、調査母船「日新丸」船長・小川知之、

及び、目視採集船「第二勇新丸」船長・三浦敏行

とが共同で、米国ワシントン州連邦裁判所にて、

ＳＳ7及びＳＳ創設者であり代表者でもあるポー

ル・ワトソン8に対し調査捕鯨に対する妨害差止め

を求め提訴したものである。 
	 本訴訟の目的は、被告に対し南大洋における調

査捕鯨活動に従事する船舶及び乗組員の安全を脅

かされることのないよう、妨害行為の差止めを求

めるものである9。とりわけ、近年、ＳＳによる暴

力的かつ危険な妨害行為は毎年 12 月の調査開始
から翌年 3 月の調査終了時まで続いており10、そ

の様子を記録した映像が日本鯨類研究所のホーム

ページなどを通じて明らかにされつつある。また、

本漁期（2011/12 漁期）の始まる昨（2011）年 12
月には、今期の妨害活動を「神風作戦」と命名し、

「たとえ死を招いたとしても調査船団を『止める』」

旨断言している11。 
	 本訴訟における請求内容は、主に以下の三つで

ある。即ち、①ＳＳ所属の妨害船舶が調査船団の

船舶及び乗組員に対して妨害を行わないこと、②

妨害船舶が調査船の一定距離に近寄らないこと、

及び、③裁判所の仮処分による差止命令、である12。 

	 そして、原告は、訴状において、まず、これま

でに被告側から受けてきた妨害行為について詳細

に示している13。その上で請求根拠・主張につい

て四つに分類し論を展開する。即ち、①公海での

安全航行の自由に関する宣言的差止命令による救

済、②海賊からの自由に関する宣言的差止命令に

よる救済、③テロリズムからの自由に関する宣言

的差止命令による救済、及び、④米国国内法に関

する宣言的差止命令による救済、の四つである。 
	 以下では、その主張内容について概観する。 
 
２	 主張内容１��公海での安全航行の自由

に関する宣言的差止命令による救済��14 
 
	 原告は、公海における安全航行の自由に関する

規範が具体的・普遍的・義務的であることが国際

的に承認され、かつ、受け入れられているとして15、

その根拠に幾つかの条約上の規定を挙げる。 
	 まず、1958 年に採択された公海条約第 2 条は、
「公海の自由は、この条約の規定及び国際法の他

の規則で定める条件に従って行使される。・・・、

特に次のものが含まれる。（1）航行の自由・・・」
と規定する16。また、公海条約を含むジュネーブ

海洋四条約の後継条約である、1982年に採択され
た国連海洋法条約第 87条は、公海条約同様、「公
海の自由は、この条約の規定及び国際法の他の規

則で定める条件に従って行使される。・・・、特に

次のものが含まれる。（a）航行の自由・・・」と
規定する17。 
	 さらに、1988年に採択された海洋航行不法行為
防止条約（以下、ＳＵＡ条約とする。）前文第 4
段落は、「海洋航行の安全に対する不法な行為が人

及び財産の安全を害し、海洋航行の業務の運営に

深刻な影響を及ぼし、また、海洋航行の安全に対

する世界の諸国民の信頼を損なうものである」と

規定する18。また、同条約第 3条 1項は、「不法か
つ故意に行う次の行為は、犯罪とする。・・・（b）
船舶内の人に対する暴力行為（当該船舶の安全な

航行を損なうおそれがあるものに限る。）（c）船舶
を破壊し、又は船舶若しくはその積荷に対し当該

船舶の安全な航行を損なうおそれがある損害を与

える行為・・・」と規定する。さらに、同条 2項
は、前項で規定される犯罪に関し、その未遂行為、

犯罪の教唆、犯罪行為への加担についても犯罪と

する旨規定している。そして、本件のように締約
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国国民による犯罪行為について、同条約第 6 条 1
項は「締約国は、次の場合において第 3条に定め
る犯罪についての自国の管轄権を設定するため、

必要な措置をとる。・・・（c）犯罪が自国の国民に
よって行われる場合」と規定する。 
	 そして、1972年に採択された海上衝突予防条約
は、公海における船舶の衝突を予防するために船

舶が執るべき措置について詳細な規定を置いてい

る19。 
	 原告は、これらに規定されている国際的に承認

された航行自由の権利を、被告が故意かつ不法に

妨げ侮辱していると主張する20。そして、その他、

被告によってこれまでに、①ロープ投擲を行うた

めに、被告側船舶及び乗組員が原告側船舶の前面

あるいは周辺で船舶を停止あるいは徐行させる、

②原告側船舶及び乗組員に対する酪酸の入った瓶

の投擲による原告側船舶及び乗組員の負傷、③原

告側船舶及び乗組員に対する火炎瓶の投擲、④原

告船舶への被告船舶の衝突、⑤被告船舶によって

原告側船舶及び乗組員を危険にさらし、船舶衝突

に至らしめる、などの妨害行為を受けたことを再

確認する21。 
	 また、被告によるこれら行為の未遂・教唆・脅

威があったことも併せて主張される22。とりわけ、

本年、前述の通り、ＳＳは「神風作戦」と名付け

る妨害行為を決行し、妨害行為によって死を招く

としても調査船団を「止める」旨発言している。

被告による、航行自由を規定する国際法規範に違

反する過去の不法行為と同様の行為に従事するこ

とは、この調査船団を「止める」意思としてあら

われている23。 
	 これらの行為について、原告は、裁判所に対し、

合衆国法典第 28 編第 2201 条に従い24、①南大洋

における航行の自由に関する原告被告双方が持つ

権利義務、及び、②南大洋における原告の調査捕

鯨活動に対する被告のキャンペーン活動が国際法

規範に従って行われること、かつ、原告側船舶及

び乗組員の安全を害する行為を指向しまた行って

はならない旨の宣言を求めるとしている25。 
 
３	 主張内����海賊からの自由に関する

宣言的�止��による����26 
 
	 次に、原告は、海賊行為からの自由に関し、ま

ず、慣習国際法上の規定を根拠として挙げる。即

ち、国際法（Law of Nations）上、海賊行為は普遍
的に「人類共通の敵（hostes humani generis）」とみ
なされており、公海における船舶に対する暴力に

よる攻撃は海賊行為とみなされると主張する27。 
	 また、二つの条約が海賊行為について規定する

とする28。 
	 まず、公海条約第15条1項は海賊行為について、
「私有の船舶・・・の乗組員又は旅客が私的目的

のために行うすべての不法な暴力行為、抑留又は

略奪行為であって次のものに対して行われるもの

（a）公海における他の船舶・・・又はこれらの内
にある人若しくは財産」と規定する。また、同条

2項は、「当該船舶・・・を海賊船舶・・・とする
ような事実を知ってその船舶・・・の運航に自発

的に参加するすべての行為」とする。さらに、同

条 3項は、「1項又は 2項に規定する行為を煽動し
又は故意に助長するすべての行為」と規定する。 
	 また、ＳＵＡ条約によって、前述の航行安全の

自由に関する規定と同様、同条約前文第 4段落、
第 3条 1項（b）（c）、及び、同条 2項の規定によっ
て海賊行為が規定されているとする。 
	 原告は、海賊行為に関する規範が具体的・普遍

的・義務的であることが国際的に承認され、かつ、

受け入れられているとする29。また、米国は国連

海洋法条約の締約国ではないため、条約自体は米

国を拘束するものではない。しかし、国連海洋法

条約は「慣習法を反映するものとして世界の圧倒

的多数の国家によって受入れられている」とされ

る30。これは、米国連邦地方裁判所における慣習

国際法としての国連海洋法条約上の海賊概念の受

入れについての判例によっても示されている31。 
	 また、原告は、被告側が過去に海賊行為に従事

していたと指摘する。即ち、被告人ポール・ワト

ソンが指揮をとっていたスティーブ・アーウィン

号は海賊旗を掲げて航行し32、また、同人は自身

を「『良い海賊』であろうとも海賊である」旨発言

したことを述べている33。しかし、法は「良い海

賊」を是認してはいない34。 
	 この点、ＳＳによる「神風作戦」は、原告に対

する海賊行為を行う意思を表明したものと断言す

ることができる35。従って、原告は、裁判所に対

し、合衆国法典第 28編第 2201条に従い、①南大
洋における海賊の自由に関する原告被告双方が持

つ権利義務、及び、②南大洋における原告の調査

捕鯨活動に対する被告のキャンペーン活動が国際
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法規範に従って行われること、かつ、海賊行為を

指向しまた行ってはならない旨の宣言を求めた36。 
 
４	 主張内容���テロリ�ムからの��に

関する宣言的差止��による����37 
 
	 さらに、原告は、被告の行為がテロ資金供与防

止条約に違反していることを示す38。 
	 同条約が規定する犯罪行為について、同条約第

2 条 1 項は「その全部又は一部が次の行為を行う
ために使用されることを意図して又は知りながら、

手段のいかんを問わず、直接に又は間接に、不法

かつ故意に、資金を提供し又は収集する行為は、

この条約上の犯罪とする。（a）附属書に掲げるい
ずれかの条約の適用の対象となり、かつ、当該い

ずれかの条約に定める犯罪を構成する行為（b）文
民又はその他の者であって武力紛争の状況におけ

る敵対行為に直接参加しないものの死又は身体の

重大な障害を引き起こすことを意図する他の行

為・・・」と規定する39。また、同条 5 項は、同
条約上の犯罪として「(a)同条 1項に定める犯罪に
加担する行為（b）同条 1項に定める犯罪を行わせ
るために他の者を組織し又は他の者に指示する行

為」の行為も犯罪行為として規定する40。 
	 これに関連し、原告は、被告が同条約に違反す

る以下の行為も行っていることを指摘する。即ち、

被告が、その本拠地としているワシントン州フラ

イデー港から、SUA条約に違反する行為を遂行す
るために数十万ドルにも及ぶ資金を違法に収集し、

供給しているとする41。これらの資金を通じて、

南大洋における「神風作戦」に従事する船舶に資

金が提供されていると指摘している42。 
	 これらのことから、原告は、裁判所に対し、合

衆国法典第 28編第 2201条に従い、①原告被告双
方が持つ権利義務、及び、②被告の行為が同条約

に違反していること、の宣言を求めた43。 
 
５	 主張内容４��米国国内法に関する宣言

的差止��による����44 
 
	 以上の三つの主張内容は、被告の行為が国際法

上の条約及び慣習国際法の義務に違反しているこ

とを主張するものである。 
	 これに対し、最後に主張された内容は米国国内

法上の規定に関するものである。 

	 上述の通り、被告の行為は米国ワシントン州フ

ライデー港を本拠地として行われている。ＳＳは、

調査捕鯨活動に対するキャンペーン活動を行うた

めの基金として数百万ドルを調達していると言わ

れる45。米国国内法上の非営利団体（NPO）であ
るＳＳ基金は、合法的目的にのみ使用する必要が

ある46。しかし、被告は、調査捕鯨活動に従事す

る船舶や乗組員に対する危険かつ違法な攻撃に従

事するために、数十万ドルにも及ぶ基金を費やし

ている、と原告は指摘する47。 
	 以上の点から、原告は、裁判所に対し、原告被

告双方が持つ権利義務等について宣言することを

求めている。 
 
二	 ＳＳ事件連邦地裁判決48 
 
	 同事件は上述の通り昨（2011）年 12月 9日、米
国ワシントン州連邦地方裁判所に提訴した事件で

ある。本件に関し、本（2012）年 2月 16日、同裁
判所は原告被告双方からの見解を聞く口頭弁論を

開催し49、翌 17日、同裁判所は、原告側が求めて
いたＳＳへの妨害差止に関する仮処分を認めない

との判断を下した50。更に、同 3月 19日、同裁判
所は、原告側の 13の申立てを棄却する決定を下し
た51。 
	 以下、本件が、国際法上、どのような根拠で棄

却されるに至ったのかを考察する。 
	 まず、裁判所は本件の背景として南極海におけ

る捕鯨活動について言及する。ＩＣＲＷによる商

業捕鯨モラトリアムが有効である現在、日本は、

ＩＣＲＷにおける「調査捕鯨」制度を利用して鯨

を屠殺する許可を発出しているとする52。そして、

日本は、1987年以降、南極海で何千頭もの鯨を屠
殺していると言及する53。その上で、「この『調査』

が科学的な価値を持つ作業であるといういかなる

証拠もない」とし54、「鯨の屠殺が合法的な科学的

調査を遂行するのに不可欠である証拠はない」と

する55。さらに、裁判所は、「原告側が日本国内で

屠殺した鯨の消費のために鯨肉を売却している点

について争いはない」とし56、「日本政府の『調査』

許可を隠れ蓑として、1994年の南氷洋サンクチュ
アリにおける付加的な商業捕鯨禁止措置があるに

もかかわらず、原告側は鯨肉を販売している」と

する57。 
	 更に、原告側の捕鯨基準に関しては多くの国家
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から非難されているとし58、その一例として、昨

（2011）年 12月に米国、豪州、ＮＺ及び蘭政府が
共同提出した南大洋サンクチュアリにおける捕鯨

に関する声明を取り上げる59。又、豪州政府が南

極海における鯨類捕鯨に関し最も積極的な行動を

行っているとする60。例えば、その一例として豪

州国内裁判所における共同船舶事件を取り上げて

いるが、豪州による南極大陸への領有権請求はわ

ずか数ヶ国のみが承認しているということは、裁

判所を抑止させてはいないとする61。そして、同

裁判所は捕鯨活動が豪州国内法に違反していると

結論づけたが、捕鯨者は同手続に参加せず、差止

命令以後も屠殺による捕鯨活動を続けているとす

る62。 
	 裁判所は、これに引続いてＳＳと捕鯨者の対立

について言及する。ここでは、まず、2002年に開
始された反捕鯨キャンペーンに関するＳＳやテレ

ビを通じた活動について詳細に紹介を行っている。

とりわけ、原告側調査捕鯨船団や被告側ＳＳが南

極海で展開する船舶について詳細に述べた後、Ｓ

Ｓが原告側に対して行っている妨害行為について

検討を行っている。 
	 まず、ＳＳが捕鯨船に対して行った酪酸瓶や塗

料瓶を投擲する行為について検討する。ここで、

裁判所は、化学者であるGreg PHELAN博士の「酪
酸は、とりわけ、ＳＳが用いたような方法での使

用の場合、人の健康に重大な被害をもたらすもの

ではない」との見解に依拠する63。そして、ＳＳ

は捕鯨船乗組員に向かって発射体を投擲してはお

らず、また、投擲物が捕鯨船乗組員に当たったと

いう証拠はないとする64。また、乗組員が酪酸弾

によってけがをしたとする原告側による主張の証

拠は、本裁判では証明されていないとする65。そ

の逆に、裁判所は、ＳＳから原告側に行われた酪

酸弾によるけがの書面による証拠資料の請求が強

固にはねつけられたというＳＳ側の証拠を是認し

ている66。 
	 また、原告側はＳＳから投擲される火炎瓶やロ

ケット信号弾から身を守るために防護ネットを

張っていた67。これに対し、裁判所は、これらの

ロケット信号弾や火炎瓶によってけがをしたり危

険にさらされたという証拠はないとする68。また、

これらの投擲物によって船体が危険にさらされた

証拠もないとする69。 
	 さらに、ＳＳから投擲された発煙筒について乗

組員が発煙筒にあたる危険性はあったものの、発

煙筒自体が危険であるという証拠はないとする70。 
	 このようにして、他のＳＳの妨害行為について

も裁判所はほぼことごとく原告側の主張に対して

その証拠がないとして主張を退けた。 
	 裁判所は、ＳＳの妨害行為について言及した後、

ＳＳの行為が原告が依拠した条約等に違反してい

るかどうか分析を行っていく。 
	 原告の主張のうち、最初の三つが国際法に関す

る主張・請求である71。そして、最後の一つはワ

シントン州法に基づく主張・請求である72。 
	 ここで、裁判所は、妨害差止請求について安全

な航行の自由及び海賊からの自由について検討を

している。 
	 まず、裁判所は海賊からの自由に関する救済に

ついて検討する。ここで、ＳＳは、「海賊」とはい

わゆる海洋における強盗以上でも以下でもないと

主張する73。これに対し、原告側は、海賊とはもっ

と広義であり、公海における船舶に対する暴力行

為も含むと主張する74。裁判所は、ＵＮＣＬＯＳ

は海賊の二要件として「暴力行為」と「私的目的」

を必要であるとする75。これについて、裁判所は、

ＳＳの行為は、南極海における鯨類の保護であり、

経済的な利益を得るためではないと位置づけてい

る76。 
	 次に、安全な航行の自由に関する救済について

検討する。ここで、裁判所は、ＳＳの行為はその

二つだけがＳＵＡ条約に違反すると位置づける77。

その一つは捕鯨船舶に対してロープなどを投げ入

れた行為である。しかし、裁判所は、これを船舶

の「安全な航行」を侵害しているという証拠では

ないとする78。そして、これらの行為がＳＵＡ条

約第 3条 1項(c)に違反するとは結論付けることが
できないとしている79。さらに、ＳＳの船舶は小

さいため、捕鯨船舶との衝突行為が、捕鯨船舶の

安全な航行を侵害しているとは言えないとするの

である80。また、これらの衝突行為を記録した「ド

ラマチックな」ビデオによると、捕鯨船舶がこの

衝突によって損害を受けたという証拠はないとの

結論に至っている81。 
	 このようにして、裁判所は、原告側の主張のほ

とんどを認めず、最終的に妨害差止めを認めない

との結論に至った。なお、後述の通り、本事件は

現在、原告側によって上訴されているが、その上

訴理由を見ることで、ここで述べた以外に裁判所
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がどのような結論に至ったのかを見ることができ

る。 
 
三	 ＳＳ事件�その後の動き 
 
	 前述の通り、本訴訟は、本（2012）年 3 月 19
日、米国ワシントン州連邦地方裁判所にて申立て

が却下された。 
	 これに対し、（財）日本鯨類研究所及び共同船舶

（株）は、この決定を不服として、本（2012）年
4月 11日、米国第九巡回控訴裁判所に対し同決定
の再審理を求める上訴を行った82。 
	 （財）日本鯨類研究所及び共同船舶（株）の共

同プレスリリースによると、上訴を行った理由は

以下の三点にまとめることができる。 
	 第一に、裁判所による「妨害差止を行えば、捕

鯨が継続され公益に反する」との理由に対する反

論である。この点、原告側は、本訴訟における調

査捕鯨がＩＣＲＷに基づくものであること及び米

国がＩＣＲＷを批准していることから、同条約を

遵守することこそ公益にかなうものであると指摘

する。更に、本訴訟は乗組員の安全確保に関する

訴訟であり、調査捕鯨の是非とは無関係であると

指摘している。 
	 第二に、裁判所による「これまでＳＳの妨害に

よって深刻な被害はなく、取り返しのつかない損

害が起きる可能性は低い」との理由に対する反論

である。この点、原告側は、過去 8年に渡りＳＳ
は危険な妨害行為を行ってきたことを指摘すると

ともに、過去の妨害行為によって深刻な被害が出

ていないのは、乗組員が妨害行為中になるべく甲

板に出ないようにしたり防護ネットを張る等の予

防措置を行っているからであることを指摘する。

そして、ＳＳの妨害行為が年々エスカレートして

きていることから、この妨害を止めない限り、生

命に係わる事態に至る可能性があると指摘してい

る。 
	 第三に、裁判所による「原告が豪州裁判所命令

に違反している」との理由に対する反論である。

この点、原告側は、そもそも豪州裁判所命令が、

南極大陸への領有権主張に基づく命令であること

を指摘する。そして、同大陸への領有権主張は、

米国自身が認めていないことを指摘する。そのた

め、公海たる南極海における豪州裁判所の決定に

米国裁判所が従うこと自体不適切であると指摘し

ている。 
	 なお、本（2012）年、ＳＳに関して新たな動き
があった。最後に、その概要を示す。 
	 この動きは、2002年にコスタリカ当局が発行し
た、コスタリカ船籍船に対する妨害行為に対する

ＳＳ代表ポール・ワトソンに対する逮捕状に端を

発する。本（2012）年 5月 13日、コスタリカ当局
の要請を受け、独当局がフランクフルト空港にお

いて同人の身柄を拘束したのである。同 18日、フ
ランクフルト上級裁判所は、コスタ当局の発行し

たこの逮捕状を承認し、90日間ドイツ国内に留ま
るという条件で同人を保釈したのである。 
	 この後、コスタリカ政府は、独政府に対し、正

式に同人の身柄引渡しを要請した。しかし、その

審理中の 7月 25日、同人が独から出国し逃亡した
ことが判明したのである（後に、ＳＳがこれを認

める声明を出している）。様々な報道によると、同

人はコスタリカ当局に身柄が引き渡された後、日

本がコスタリカ政府に同人の身柄引渡しを要請し、

日本へ同人の身柄が引き渡されることから逃れる

ためであったとされている。 
	 なお、これに関連し、ＩＣＰＯは、8 月 7 日、
これまで「青手配」としていた同人を、独からの

逃亡事実などを重視して、「赤手配」に格上げした

とのことである。 
 
おわりに 
 
	 本稿では、主として（財）日本鯨類研究所らが

ＳＳを相手取り米国連邦地方裁判所に対して起こ

した訴訟の訴状を元に、原告が主張する国際法上

の根拠・論点を洗い出すことを中心にまとめた。

本件上訴審は、本（2012）年 4月に上訴後、まだ
審理が進んでいない状況であるため、本件に関し、

被告側の主張や米国巡回控訴裁判所がどのような

判断をするのかについては分からない状況である。 
	 また、本件に関連し、昨（2011）年、ＳＳの妨
害行為によってマグロ漁への損害を被ったマルタ

の水産業者（フィッシュ社）が英国国内裁判所に

おいてＳＳを相手取って損害賠償請求訴訟を提起

した事件を参照することができる。 
	 同事件は、ＳＳロンドン支部が現地において一

定の財産を有していたことから同地において裁判

を提起したものである。原告が同訴訟に勝訴した

後、裁判所がその賠償額に値する資産を担保にす
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るため、ＳＳ保有船「スティーブ・アーウィン号」

を寄港地である英国シェットランド諸島において

差押えられ、出港停止を余儀なくされた。	 

	 本訴訟は、同事件を参考に提起されたものであ

るとも言われており、同事件を精査することで本

件訴訟の検討に一定の示唆を与えることができる

と考えられる。	 

	 従って、これらについては次回以降の報告にお

いて具体的な検討を行うこととし、本稿の締めく

くりとする。 
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